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1.3.  プログラム３：衛星利用高度化プログラム
［概要］
　宇宙基本法の成立（2008 年）により、「宇宙開発と利用」に関する我が国の施策は「研究開発」から
技術の幅広い「利用」へと変化した。今後の環境リモートセンシングは具体的な問題の発見・理解・解
決、施策への反映を目指した多くの関連分野の協働体制の中におけるリモートセンシング技術の利用方法
の確立を推進する必要がある。そこで、本プログラムでは日本および世界における解くべき重要な課題を
設定し、リモートセンシングの成果を地上における情報と融合させ、異分野協働による衛星利用方法の高
度化を達成することを目的とする。
［短期および中期の達成目標］
《短期目標》（２－３年）
・中国における環境変動に関する研究
・台地－低地系水循環の生態系サービス機能の評価（千葉県との協働）
・生物多様性に関わる空間情報の抽出（千葉県との共同）
・花粉症対策に役立つ情報の構築
・Web を利用した空間情報発信システムに関する研究
・気候変動に適応した環境保全型食糧生産支援システム構築－
《中期目標》（６年）
　沙漠化、水問題、食糧問題、生態系サービス機能の評価、都市・農村計画、等の課題に対して、積極的
にリモートセンシングの活用を図り、地上における情報との融合に基づき、新たな衛星の利用方法の創出
を図る。
・アジアにおける環境変動のモニタリングと要因解析
・千葉県における健全な水循環と生物多様性の再生
・災害・環境リテラシーを醸成する空間情報システムに関する研究
・生活に役立つ空間情報の構築と提供
Program 3 : Advanced application of satellite remote sensing
 Since the establishment of the “Aerospace Basic Act” in 2008, the major purpose of the national 
policy over the space development and utilization has changed from the stage of research and 
development to that of wide-range, practical utilization. Thus, it is absolutely needed for the envi-
ronmental remote sensing community to establish the methodology of utilization of remote sensing 
for finding, understanding, and solving various problems on both scientific and social bases. In view 
of such background, this program (Program 3) aims at assigning important problems that must be 
solved on national and global levels, integrating the results of satellite and ground-based observa-
tions, and realizing the advanced application methodology of satellite remote-sensing data through 
the synergetic activities of scientists representing various fields of environmental monitoring. 
<Short term targets> (2-3 years)
・Researches on environmental changes in China.
・ Evaluation of ecological services of hydrologic cycle in the Quaternary uplands (collaboration with 
Chiba Prefecture).
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・ Extraction of spatial information in relation to the biodiversity (collaboration with Chiba Prefec-
ture).
・ Formation of database useful for the mitigation of pollen influence on human health.Research on 
web-based dissemination of spatial information.
・ Construction of environment-friendly food production support system for adaptation strategy to 
climate change.
<Middle term targets> (6 years)
 We plan to produce novel application methodology of satellite remote sensing data in combination 
with the data obtained from ground observations. The targets will include various problems such as 
desertification, water problem, food security, evaluation of ecological services, urban and rural plan-
ning, etc.
・Monitoring and causal analyses of environmental changes in Asia.
・Restorations of sound hydrologic cycle and biodiversity in Chiba prefecture.
・Study on spatial information system that nurtures the disaster- and environmental literacy.
・Construction and provision of spatial information helpful to our daily life.
［研究内容と平成 25 年度の成果］
1.3.1.  広域放射能汚染地域の復興を目指したトランスディシプリナリティー実現の試み
　　　（近藤昭彦、チーム千葉大学）
　旧計画的避難区域であった福島県伊達郡川俣町山木屋地区において放射能調査等を継続して行った。基
本的な考え方は帰還そして復興を目指す住民の意志に従い、必要な科学的知見・成果を提供することであ
る。放射能対策に対する考え方は、里山流域を最小単位として、地域における暮らしとの関わりの程度に
応じた優先順位の元で、放射能対策を進めるということである。これは地理学における人と自然の関係性
を中心とする考え方である。そのための放射能調査を行った。
　山木屋地区北部の流域を対象として、空間線量率、落葉（リター）層、土壌、水の放射能濃度を計測し
たが、その結果、放射能、ここでは放射性セシウムは流域一様ではなく、高標高域を中心に極めて不均質
に分布していることが明らかとなった。特に南西向き（東電福島第一原発方向）斜面の、常緑針葉樹林に
おいて局地的に空間線量率の高い領域もある。数 m 離れて空間線量率が大きく異なることもある。
　放射性セシウム濃度は落葉層（L 層、F 層）が高く、土壌層（A 層）への移行はまだ進んでいないこと
も明らかとなった。原発事故後 2 年目の秋に落葉した L 層の放射性セシウム濃度が高いことは、カビや
菌類による放射性セシウムの吸い上げも予想できる。山木屋地区は花崗岩山地であり、山容はなだらか
で、山頂部には前輪廻地形である頂部平坦面が広く存在する（牧草地として利用されている場所が多い）。
そこでは、土壌浸食や落葉の移動は活発ではなく、放射性物質の移行は緩慢である。また、水に溶けて移
行する放射性セシウムは微量であり、懸濁物質とともに移行する放射性セシウムをコントロールする、す
なわち渓流に到達する土砂や落葉を制御できれば流域外への移行は軽減できると考えられる。
　放射能対策としてはまず沈着量の大きな場所、いわゆるホットスポットを探すことから始め、次に、
ホットスポットにおいて落葉層を剥がす（除染）、ためる（隔離）、移行防止（封じ込め）を小技術・中技
術により行うことができると考える。小技術、中技術とは個人およびコミュニティーで適用可能な技術で
あり、筋工や粗朶伏工といった日本が培ってきた砂防、緑化技術を用いることができる。地域では復興公
社（仮称）や NPO 等の組織を立ち上げ、そこに国や民間の予算を投入し、放射能対策を地域で担当する
ことにより、時間をかけることにより放射能対策を進めることができると考える。
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　以上は三年間現場で行った調査結果に基づく提案であり、旧計画的避難区域縁辺部の避難指示解除準備
区域に対する提案である。国は帰還や移住など、様々なオプションを認めた上で、その上で長期的な対策
について地域と協働であたるべきである。人が行為を決める基準には合理性、理念、共感の三つがあると
考えられる。この三つが共有できる状況を作り出すことが、災害からの復興における基層をなす考え方だ
と思われる。
　問題の解決の達成のためにトランスディシプリナリティー（超学際とも訳される）の重要性が認識され
るようになってきたが（例えば、次期地球環境研究イニシアティブであるフューチャー・アース）、研究
者の役割は「問題の解決を共有するフレームの中で、相互に交流しながら、役割を果たす」ことに尽き
る。リモートセンシングは問題解決のため極めて重要である手法であるが、その価値は様々なステークホ
ルダー、セクターとの協働の中でのみ価値を高めることができることを認識しながら、利用の可能性を
探っていくつもりである。
1.3.2.  小型ヘリおよび UAV による植生・土地被覆図と空間線量率マップの作成（近藤昭彦、本多嘉明、
　　　 梶原康司、野波健蔵、野呂直樹、高良洋平、安藤史識、藤森雄大、山口英俊）
　原子力災害により放射能汚染を被った地域の環境回復、帰還、復興のために最も重要かつ最初に必要な
情報は土地被覆現況図と放射能汚染マップである。この二つの地理情報に基づき、除染も含む放射能対策
を策定する必要がある。千葉大学では東電福島第一原発の事故後、直ちに飯舘村、川俣町を中心に阿武隈
山地の広範囲にわたる空間線量率分布の把握を試みた。その後、重点調査地域を川俣町山木屋地区（旧計
画的避難区域）に設定し、空間線量率マップの作成を試みてきた。
　その基本的な目標は航空機モニタリングや幹線道路沿いの走行サーベイでは明らかにすることができな
い里山流域単位の詳細な空間線量率マップを作成することである。山村における暮らしは里山における
水・物質循環に依存しており、暮らしと関わりを持つ範囲が里山流域だからである。そこで、空間線量率
計と GPS を同期させて、山林斜面を歩く歩行サーベイの手法を確立させ、山木屋地区北部の山地斜面で
空間線量率の詳細な分布を計測した。
　その結果、山木屋地区北部の山地斜面の空間線量率は、①高標高域で高い、②東電福島第一原発方向
（東南方向）の斜面が高い、③常緑針葉樹林の空間線量率が高い、といった規則性も明らかになったが、
空間的な不均質性も大きく、対象地域ごとに調査を行う必要性が生じてきた。
　山林斜面の歩行サーベイは詳細な空間密度分布を得る効率的な手法であるが、現場ではクマザサや有刺
木本のため歩行が困難な場所も多い。田畑においても避難実施後繁茂した雑草群落の中の歩行は困難を極
める。そこで、飛翔体による空間線量率の測定を試みた。
　使用した飛翔体は、①有人小型ヘリコプター：ロビンソン社 R44、②ガソリンエンジン搭載ラジコ
ンヘリコプター：YAMAHA/RMAX、③電動マルチコプター：ミニサーベイヤー MS-06L、である。
MS-06L は千葉大学野波研究室が開発した６ローター、自律制御可能なマルチコプターであり、ペイロー
ドは 5 ㎏である。②、③はラジコンで制御する UAV（Unmanned Aerial Vehicle）である。
　使用した計測機器は、①ビデオカメラ：民生用デジタルビデオカメラ、②ハイパースペクトルカメラ：
エバ・ジャパン製 NH-7、③空間線量率計測システム：ホットスポットファインダー HSF、である。HSF
は HSF1（製造：SQR 株式会社、販売：ポニー工業株式会社）をベースとし、UAV 計測のために改良し
た機器である。改良点は装置の設置制約への対応と、ソフトウエアの変更（データ自動取得プログラム）
である。
　有人ヘリコプターにはビデオカメラ、ハイパースペクトルカメラを専用ジンバルを用いて据え付け、鉛
直下方の撮影を行った。ハイパースペクトルカメラは静止画像撮影とプッシュブルーム方式による撮影を
行い、高空間分解能オルソ空中写真の作成および土地被覆分類のためのハイパースペクトル画像の取得を
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行った。
　2013 年 8 月から 11 月の間に、山木屋地区において実施したフィールドキャンペーンでは HSF を
YAMAHA/RMAX と MS-06L に搭載し、様々な土地利用、土地被覆を対象にして空間線量率の測定を
行った。YAMAHA/RMAX ではその積載能力を活かし、ウィンチに接続したケーブルに 2 個のシンチレー
タを 3 ｍ間隔で搭載し、その間の空間線量率を計測することにより、高度に伴う空間線量率減衰の理論
値からのずれを確認することが可能となった。YAMAHA/RMAX は空間線量率の三次元分布と、その場
所による違いの計測、および森林の樹冠上の空間線量率の計測も行った。ミニサーベイヤーはその機動性
を活かして、広大な平地の連続測定、建物の屋根、河岸等における計測も行った。
　有人ヘリコプターで取得したビデオ画像は 1 秒ごとに自動キャプチャーし、約 1,000 シーンごとに写
真計測ソフトウエアである Agisoft Photoscan を用いてモザイク処理、オルソフォト化を行った。今回
は撮影に有人ヘリを用いたが、UAV による撮影画像の利用が可能である。ハイパースペクトルカメラに
よる画像は教師なし分類手法による判別により、樹種、屋根、道路等の材質、等を区分することが可能で
あることを確認した。
　今回のキャンペーンにより、低コストかつオンデマンドによる地域の画像撮影、空間線量率計測が可能
であることが明らかとなった。今後の課題は現場への実装である。引き続き、川俣町山木屋地区において
地域と協働で計測を継続し、環境回復、帰還、復興の目的を共有した枠組みの中でリモートセンシングの
役割を果たしていきたいと考えている。
1.3.3.  地域の環境変動に関する研究（継続）（近藤昭彦）
　リモートセンシングを用いたアジアの環境変動に関する研究を継続して行った。2013 年度の重点課題
は、東アジアにおける黄沙の発生と地表面状態の関係（崔ほか）、統計年鑑から見た中国内モンゴル自治
区の 2000 年以降の土地利用状況（ブヘボインほか）、地域における地下水開発が地下温度と水質に与え
る影響（阿部ほか）、1949 年～2008 年における新疆の食糧生産の時空間的な変化とその要因解析（シャ
オケーティーほか）、AMSR-E による広域土壌水分データセットの検証（孫ほか）、閉鎖性水域における
図 1.3.2．小型 UAV 群による空間線量率計測、オルソフォト作成の様子
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水問題（黄ほか）、洪水のリスク解析に関する研究（尤ほか）、分布型流出モデルによる気候変動が流域水
循環に与える影響評価（ウェーほか）であり、学術論文に掲載および投稿中である。
1.3.4.  食料安全保障に配慮した環境保全型農業支援システムの構築（本郷千春）
　気候変動や自然災害などによる食料生産量の減少に対する適応・対応策の策定は、先進国、途上国を問
わず高い関心事であり、危機対策としての食料安全保障が求められている。環境保全や食料安全保障はひ
とつの国だけで対応できるものではなく、グローバルに行動を共にしてアクションプランを策定すべきで
あること、問題対応策として空間情報による環境モニタリングのインフラ整備が有効な手段であること、
開発途上国でのこの分野に関わるリーダーや研究者の育成が遅れていることは、多くの国際シンポジウム
や共同研究の過程で度々指摘されてきた。
　環境保全と食料生産は、解決するための最善の努力をしなければならない最も重要な課題の一つであ
る。これまで、食糧生産に適した環境にやさしい多くの対応策が開発・提案されてきた。しかし、途上国
の人々にとっては環境保全よりも日々の生活の安定を求めるのが実情である。食料増産の近道としては農
地拡大や肥料の投入量を増加させることが考えられるが、農業生態系の保全という観点から得策ではな
い。そこで、近年、安定した食料生産と環境の保全を同時に実現可能な環境保全型農業支援システムの構
築に期待が高まっている。
　本研究は、インドネシア共和国およびラオス人民共和国の行政機関や大学・研究機関と共同して、人間
生存基盤である土壌、水利用、食料生産に焦点をあてた診断情報を一元化し、環境保全型農業を取り入れ
た実用化システムの構築を行うことを目的としている。
図 1.3.4.-1．衛星データから作成した水稲の栽培必要水量分布図 （インドネシア）
図 1.3.4.-2．土壌浸食量の算出（インドネシア）（畑地からの流出量が最大量を示した）
